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3-2-4 施工計画 

3-2-4-1 施工方針   

(1) 基本方針 

本プロジェクトは、「ラ」国の主要幹線道路である国道 13 号 N 上に残る最後の未改修

橋梁であるヒンフープ橋の新設をわが国の無償資金協力のスキームにより、わが国の建

設業者が行うことを想定している。この想定を前提に、以下の施工方針でプロジェクト

を実施する。 

• 本プロジェクトは、「ラ」国の MCTPC 道路局によって実施されるが、完成後

の運営および維持管理はビエンチャン県の DCTPC に移管されるため、両者と

緊密な関係を醸成しつつ円滑な事業推進を図る。 

• 「ラ」国に対する技術移転の促進および雇用機会の創出に貢献できるよう現地

人技術者や労務者および資機材を最大限活用する。 

• 対象地域は熱帯モンスーンの影響で雨期（5 月～10 月）と乾期（11 月～4 月）

に分かれ、対象橋梁が横断する Nam Lik 川の水位も雨期の降雨に影響されるた

め、これらに配慮した現実的な工程計画を立案する。 

• 請負業者の日本人技術者の配置は抑え、できるだけ現地人技術者を採用るよう

な人員配置計画をするが、「ラ」国で始めての上部工架設工法を採用するため、

工期厳守と安全な架設を行うため適切な時期に技能工として「橋梁世話役」「橋

梁特殊工（PC 緊張工）」「機電工」を配置する。 

• 橋梁の上部工は「押出し架設工法」を前提とし、ビエンチャン側の右岸丘陵地

を造成して施工ヤードを設置し、右岸側から左岸方向へ主桁の押出しを行う。

また、本工法では主桁製作ヤードは屋根付きで構築されるため、主桁架設工は

雨期の間も継続して実施する 

• 橋梁下部工の施工は、乾期の期間のみに施工を行う。橋台は規模が大きく支持

層まで深さが 10m 以上あるため鋼矢板による土留めにより掘削を行い、橋脚は

乾期の高水位に配慮して築島を行い掘削を行う。 

• 工事期間中は一般車両や地域住民に対する安全に十分配慮するとともに、自

然・社会環境への負の影響を最小限に抑えるよう配慮する。 

 

(2) 工期の設定 

本プロジェクトはＡ国債で実施されることを念頭に工程計画を立案した。その結果、

工事は 27 ヶ月の工期を想定している。 

 

(3) 施工手順と各工種の施工方法 

1) 全体工事の流れ 

全体工事の流れを図 3.2.12 に示す。 
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図 3.2.12 全体工事の流れ 

2) 各工種の概要 

① 工事用進入路造成 

工事用進入路は、本工事に先立ち準備工を進めるため、現道(国道 13 号 N)より分岐し

て作業ヤードに至る道路を既存道路（幅 4m 程度）を利用して整備する。進入路は、資

機材の搬入出、右岸側工事･橋梁工事に関連するすべての車両が走行することから、砂利

舗装とし、大型車両の離合を考慮して幅員は 2 車線・B=6m を確保する。 

② 作業ヤード造成工 

作業ヤードは、上部工架設計画を考慮し、右岸側 A1 橋台平面の丘陵地を造成して設置

する。作業ヤードに設置する設備は、以下のとおりとする。 

• 現場事務所、労務宿舎、試験室、倉庫等 
• 上部工製作、押し出し設備 

 現地乗り込み

進入道路造成

作業ヤード造成

事務所・仮設備設置

場内工事用道路工

築島･作業ヤード造成

土留め工

掘　削　工

下部工構築

築島･作業ヤード撤去

橋梁上部工

橋　面　工

伐開・除根

道路土工

法面工・排水工

舗　装　工

後片付け

埋戻し･土留め工撤去

橋梁部 取付道路部 
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• コンクリートバッチングプラント（50m3/h） 
• 骨材ストックヤード等 

P3、P4 および A2 橋台が左岸側に近接していることから、左岸側の郡公共施設下の高

水敷に鉄筋・型枠製作ヤード、資材置場をを設置し、作業の効率化を図る。 

③ 橋梁下部工工事 

工事用道路設置 

場内工事用道路は、架橋地点の下流側河川内に 4m 幅で設置し、施工ヤードから橋梁

下部工(A1,P1～P4,A2)へのアクセス路となる。河川横断部には、漁民のボートが通過でき

るよう開口部を設ける。 

各下部工位置へのアクセス 

橋梁に沿った道路から各下部工位置で上流側に１箇所施工用アクセス（W=6m）を設

ける。A2 橋台は前面、背面に施工用アクセスを設ける。各アクセス路の計画高は渇水時

の高水位（2 年再現確率：標高 181.0）に配慮して計画する。 

築島および土留め工 

下部工の床付け面が深くなる A1 橋台、P4 橋脚、A2 橋台は、土留工設置後、掘削を行

う。P4 橋脚については締切工も兼ねる。ボーリング調査結果から地下水が確認されるこ

とから、鋼矢板による土留とする。掘削底面付近は、硬質の砂岩であり、ウォータージ

ェット併用バイブロハンマー工法により 1.5m 根入れさせる。 

河川内の工事となる P1～P3 橋脚は、橋脚廻りを天端高さ FH=180.0m にて盛り立て築

島し、施工時(乾期)の出水に備えるものとする。P2、P3 橋脚における築島天端は、工事

用道路および作業帯として使用できるよう幅員 B=6m とする。 

掘削工 

土留め工内の掘削は、深さ５m まではバックホウ掘削、5m 以深はクラムシェル掘削を

標準とする。床付け付近の砂岩部で小型バックホウによる掘削が困難な場合は、ブレー

カを併用する。A1 橋台の掘削土は作業ヤードの盛立てに流用し、P4 橋脚、A2 橋台は近

傍に捨て土するものとする。 

P3 橋脚は、河床面からの掘削のため、ブレーカで基盤岩を削岩したあとバックホーで

掘削とする。掘削土は橋脚廻りの築島に利用し、余剰土は近傍に仮置きし埋戻しに使用

する。 

下部工構築 

基礎均しコンクリートを施工後、鉄筋組み立て後、コンクリートを打設する。コンク

リートの打設は、コンクリートポンプ車により打設するものとする。打継ぎ目はレイタ

ンスの処理および目荒らしを確実に行い、新旧コンクリートの一体性を確保する。 

橋脚高が高いため、枠組み足場を橋脚周りに設置する。 
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埋戻 

オープン掘削部の埋戻しは、周囲の築島部の在来土砂を利用するものとし、ブルドー

ザによる押し土および振動ローラによる締固めを行うものとする。 

土留め工部においては、10m 以深への埋戻し土投入となり、支保工も支障となるので、

クラムシェルによる投入および振動ローラによる締め固めとする。 

橋台背面の埋め戻しについては、将来的な沈下をできるだけ抑えるために、良質の裏

込材を使用し、入念に締固めを行う。 

築島･作業ヤード撤去 

橋脚・橋台廻りの築島および作業ヤードの撤去は、下部工終了後にブルドーザ蒔き出

しにより整地を行うことにより撤去とする。 

④ 橋梁上部工工事 

橋梁上部工は Nam Lik 川の水位や雨期に関係なく施工が可能な「押出し架設工法」を

採用する。押出し工法には、大きく集中方式と分散方式に分類されるが、当該橋梁の施

工現場は、発展途上国であり、資機材の入手の困難さ、機材の維持補修が不可能等の状

況を勘案し、集中方式を採用することを想定している。また、仮設ヤードが確保できる

右岸側橋台の一ヶ所に押出し装置を設置し、右岸から左岸側へ上部工を押し出す。 

施工手順を図 3.2.11 に示す。また各工種の概要を以下に示す。 

押出しヤード設置 

押出しヤード、主桁製作ヤードを A1 橋台背面に構築する。主桁製作台部は、製作台、

高さ調整ジャッキ、底枠調整ジャッキ、型枠開閉ジャッキ、仮支承、引張アンカー等の

押出し設備の設置、操作のため、地盤を掘り下げコンクリートベースを設ける。 

橋台と主桁製作台とは控え長として約 40m 離し、このスペースで手延桁を組立てると

ともに、押出し時に手延べ桁先端に作用する A1 橋台まわりの転倒モーメントに対して、

桁自重をカウンターウェイトとして作用させる。 

主桁製作台には上屋設備を設け、雨天でも作業ができるようにする。 
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図 3.2.13 上部工施工手順 

押出し装置および手延べ桁セット 

押出し装置は A1 橋台前壁に設置し、A1 橋台を反力体としてセンターホールジャッキ

により、引張鋼材、引張用アンカー金具等を介して主桁に水平力を伝達、引張出して架

設する方式を想定している。 

手延べ桁の長さは、新設するヒンフープ橋の最大支間長が 45m であることから、最大

支間長の 70%程度の 31.5m で計画する。 

主桁製作工 

主桁の製作は、上屋の中で実施され、型枠の中に加工した鉄筋を組み立て、架設時の

応力に抵抗する一次鋼材配置、床版横締め鋼材の配置を行った後、コンクリートの打設

を行う。所定の強度まで養生した後、鋼材の緊張を行い、ブロックを押し出し、次のブ

ロックの製作に取り掛かる。 

準備工 

主桁製作台工

手延桁セット 
（押出し設備工含む）

桁製作工

押出し工

ワイヤーブリッジ工

手延桁撤去

主ケーブル緊張・グラウト

本支承盛替え

架設終了

橋面工・下部工（残り）

後片付け
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図 3.2.14 主桁製作工の手順 

橋面工 

伸縮継手工は、アルミ合金製フィンガージョイントを採用している。据付においては、

設計上の伸縮量はコンクリートのクリープ・乾燥収縮が終了する時点、尚かつ現地の年

間平均気温時に設計遊間寸法となるように据付時点から最終系までのクリープ・乾燥収

縮による伸縮量を算出し、さらに取付時の外気温を考慮して遊間を決定する。伸縮装置

本体を据付けるため、無収縮モルタルを打設する。 

排水桝は約 10m 間隔で設置し、排水桝の取付けは主桁製作と同時施工する。主桁の鉄

筋・型枠組立て完了後、排水桝を据え付ける。排水桝はコンクリート打設時に動かない

よう固定する。排水管は支持金具により主桁ウェブに確実に固定する。 

地覆・高欄は上部工架設完了後に施工する。型枠・支保工は正確な位置に堅固に据え

付け可能な仮設備とする。 

 

⑤ 取付道路工事 

取付道路工事は以下の手順で実施する。 

 

伐開・除根 

土工事に先立って、伐木･除根を行う。施工機械はブルドーザとバックホウの組合せに

よるものとする。伐木の処分は適宜行うものとする。 
 

1．底型枠・側型枠組立 

2．下床版・ウェブ鉄筋組立 

3．縦締め PC 鋼材（シース）挿入 

4．内側枠組立 

5．内部支保工ならびに上床版型枠組立 

6．上床版鉄筋・横締め PC 鋼材組立 

7．主桁コンクリート打設・養生 

8．型枠ジャッキダウン 

9．主鋼棒、横締めケーブル緊張 

10．内部支保工・外枠解体 
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道路土工 

取付道路の土工事は橋台付近の盛土を除き、殆どが切土である。切土工事はバックホ

ウを用いた掘削、ダンプトラックで場内の盛土部へ運搬～盛り立てをおこなう。余剰土

は場外の土捨て場（1km 範囲内）へ運搬～捨て土するものとする。 

盛土路体部はダンプトラックによる運搬土をブルドーザにより敷均し･締固めとし、路

体部はタイヤローラによる締固めとする。 

法面工 

切土法面は仕上げ面から 20～30cm 程度の余裕をとり、機械掘削を行い、その後、人力

による仕上げを行うものとする。 

盛土法面は土羽部を盛土本体と同時に同一材料を用いて、ブルドーザで敷き均し後、

バックホウにて法面を整形し、筋芝工にて法面保護工をおこなう。 

排水工 

排水工はＵ字溝とし、法面の小段排水･縦排水および道路部の排水工を設置する。必要

に応じて道路横断排水工を考慮する。 

舗装工 

路盤工は上層および下層に分けて敷き均しした後、十分に転圧行い、表層工である

DBST 舗装を行う。１層目は、路肩を含む範囲で実施し、２層目は車道範囲とする。 

 

(4) 現地業者等の活用と日本人技術者の派遣 

 ① コンサルタント 

常駐監理者に加えて、橋梁上部工を必要な時期に配置する。これは、上部工架設工法

は「ラ」国では始めての「押出し架設工法」あることによる。これ以外に必要な支援技

術スタッフ（橋梁上部工、橋梁下部工、道路工、舗装工担当）は、現地技術者を採用す

る。近年、「ラ」国では道路・橋梁プロジェクトが多数実施されており、その中で現地

コンサルタントの技術者も実績を積んできていることから、必要な技術レベルに達した

技術者は容易に雇用できると考えている。 

 ② 現地建設業者 

準国営企業も含め、大手現地建設業者は、近年実施されている道路・橋梁工事におい

ても、共同企業体を結成して海外企業とプロジェクトに参画しておりできるだけ活用す

るよう日本の請負業者に働きかける。橋梁工事の上部工工事では、「ラ」国で始めての

工法であるため、活躍できる場は少ないが、下部工工事においては建設機械や労務者の

供給等の限定的な役割は担うことができる。一方、取り付け道路工事においては、実績

も多くあり、特に DBST 舗装工事については、「ラ」国企業の方がノウハウを保有して

いるため活躍できると考えられる。 
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 ③ 日本からの技術者派遣 

上述したように上部工架設工事は「ラ」国では始めての工法であり、近隣諸国でもあ

まり施工実績のない工法であるため、架設工事の工程厳守および安全管理のために、日

本から「橋梁世話役」、「橋梁特殊工」、および「電気・機械設備工」の技能工を必要

な時期に必要な期間派遣する。 

 

(5) 相手国側実施体制 

「2.1.1 プロジェクトの実施体制」の項で述べたように、本プロジェクトの工事中の

実施管理は、MCTPC 道路局が行う。道路局では、職員の中から PM と副 PM を選定し実

施監理を行うがこれらの職員は、局内のプロジェクトモニタリング課（Project Monitoring 
Division(PMD)：に所属することになる。 

工事完成後の運営・維持管理は、ビエンチャン県 DCTPC が管轄となる。 

 

3-2-4-2 施工上の留意事項 

(1) 技術的な留意事項 

本プロジェクトは橋梁工、取付道路工および付帯工から構成される。橋梁上部工は「ラ」

国では始めてとなる「押出し工法」を採用しているため、以下の点に特に留意する必要

がある。 

• 「押出し工法」であるため、桁の平面的位置および高さの精度が最終出来高お

よび応力に影響を与える。したがって、押出し時の主桁位置の精度管理が非常

に重要となる。 

• 集中式押し出し工法を採用し、橋脚上における仮滑り支承上のテフロン板の入

れ替え作業や押出し時の主桁の精度管理等、高橋脚上での人力作業が発生する

ため、安全管理および安全教育に特に留意する。 

• 「押出し工法」は主桁製作が屋根付き作業場での繰返し作業となるため効率化

できること、および品質が安定することが特徴であり、本工法の特徴が活かせ

るよう作業員の指導・訓練を十分に行う。 

(2) 社会環境上の留意事項 

他の橋梁工（橋脚は小判型壁式橋脚、橋台は箱式橋台、基礎工は直接基礎）や取付道

路工（DBST 舗装）は一般的な工種で構成されている。したがって、「安全」および「社

会環境への配慮」が施工上の留意点となる。 

• Nam Lik 川は雨期期間の水位変動が大きいため、突然の水位上昇もあるため雨

期期間の河川内工事は十分留意して行う。 

• 現況のヒンフープ橋は引き続き一般供用されるが、損傷が進行していること、

および住民・生徒の橋梁通行時の安全性を確保するために、工事用車両の通行

は原則行わない。工事用車両は、新橋架橋位置の 100m 程度下流側の河川内に
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設置される専用仮設道路を利用する。 

• 対象橋梁近辺の河川は好漁場になっていることから、河川の汚濁には十分留意

し、漁民のボートによる河川通行には配慮した仮設備計画を立案する。 

• 対象地域の両岸の村落には電気が配電されているものの、容量が小さいため電

力は発電機で賄う計画とする。また、水道施設は現存していないため、施工ヤ

ード付近で井戸または河川からの取水により、工事用水および宿舎の生活用水

を確保する。 

(3) 「ラ」国側負担事項に関する留意事項 

工事工程に最も大きな影響を与える「ラ」国側負担事項は、「住民移転の完了と建設

用地の取得」、「施工ヤードの借地」および「公共施設の移設」である。施工ヤード候

補地、および移設が必要な公共施設を図 3.2.15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.15 施工ヤード候補地と移転が必要な公共施設 

移転が必要な公共施設のリストを表 3.2.25 に示す。 

表 3.2.25 移転が必要な公共施設リスト 

右岸 左岸 項目 
関係機関 内容 関係機関 内容 

電気 電 力 公 社

(Electricite du 
Laos：EDL) 

・高圧線：22kv、低圧

220V 移設⇒支柱の移設

と電線のかさ上げと切

り替えが必要 
・電灯の移設 

電力公社 (Electricite 
du Laos：EDL) 

・高圧線：22kv、低圧 220V
移設⇒支柱の移設と電線

のかさ上げと切り替えが

必要 
・電灯の移設 

電話 Lao Telecom ・電話線（架線）の移設

（国道 13 号 N 沿い） 
Lao Telecom ・電話線（架線）の移設

（国道 13 号 N 沿い） 

その他 DCTPC ・改修後の国道 13 号 N
沿い素堀側溝の復旧 

DCTPC ・改修後の国道 13 号 N
沿い側溝の復旧 
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3-2-4-3 施工区分   

本プロジェクトがわが国の無償資金協力によって実施される場合、日本側と「ラ」国

側の事業区分は以下のとおりである。 

表 3.2.26 日本側と「ラ」国側の施工区分 

日本国側負担分 「ラ」国側負担分 
・橋梁、取付道路、護岸工、付帯工の建設 ・建設用地の取得、施工ヤードの借地 
・建設工事に伴う施工ヤード、仮設道路の建設およ

び撤去（右岸側施工ヤードは残存） 
・交通規制・警戒標識および案内標識の設置 

・上記工事に必要な資機材や労務の調達 ・新設橋梁照明のための電線延伸 
・上記工事の現場管理 ・家屋移転・撤去費の補償 
・事業実施に必要なコンサルタント業務 ・支障物件（公共施設）の撤去／移設 
 ・海外調達される資機材の免税処置および速やかな免

税手続き 
 ・本プロジェクトに必要とされる日本人や第三国人の

入国時に課せられる関税、税金等の免除 

 

3-2-4-4 実施設計・施工監理計画   

(1) コンサルタント業務の内容 

本プロジェクトの実施にあたっては、まず日本および「ラ」国両国政府間で本プロジ

ェクトの無償資金協力に係る交換公文（E/N）の締結が行われ、この E/N 締結後、コンサ

ルタントは JICA より発出される推薦状をもとに、「ラ」国の実施機関である MCTPC と

実施設計業務および施工監理に関わるコンサルタント業務契約を結ぶ。コンサルタント

契約に含まれる内容は以下のとおりである。 

①詳細設計および入札図書の作成 
本基本設計結果に基づき、再度現地調査で補足調査、追加地形測量・地質調査を行

うとともに、MCTPC と最終設計条件等の確認を行う。これらの現地補足調査結果に基

づき、実施設計を行うとともに入札契約図書の作成を行い、MCTPC の承認を得る。入

札契約図書作成業務の内容は以下のとおりである。 

• 補足調査結果に基づく詳細設計実施 

• 施工計画書レビュー 

• 積算の見直し 

• 入札指示書、工事契約書の作成 

②工事入札の実施 
コンサルタントは「ラ」国 MCTPC が工事入札を実施するのを補佐する。入札補助

の業務内容は以下のとおりである。 

• 入札公示 

• 事前資格審査 

• 入札説明会および現場説明 
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• 入札評価 

• 契約交渉 

③施工監理 
日本国政府による工事契約の認証を受け、コンサルタントは工事業者に対し、工事

着工命令の発行を行い、施工監理業務に着手する。施工監理業務では、工事進捗状況

を MCTPC 道路局、現地日本大使館等に直接報告するとともに、施工業者には作業進

捗状況、品質、安全、支払いに関わる事務行為、および技術的に工事に関する改善策

の提案などの業務を行う。また、必要に応じて JICA、現地日本大使館および「ラ」国

政府と調整・協議を行う。主な内容な以下のとおりである。 

表 3.2.27 施工監理時の管理項目と内容 

管理項目 業務内容 
①工事計画・施工図承認 施工業者より提出される工事計画書、工程表、施工図が契約書、

契約図面、仕様書等に適合しているかどうかを審査して承認を与

える。 
②工程管理 施工業者より工事の進捗状況の報告を受け、工期内に工事が完了

するように必要な指示を出す。 
③品質検査 工事材料や施工の品質が契約図面や仕様書に適合しているかど

うかを検査して承認を与える。 
④出来形検査 完成断面や平面形状等を検査し、出来形が監理基準を満足してい

るかチェックを行うと同時に数量の確認をする。 
⑤証明書の発行 施工業者への支払、工事の完了、瑕疵担保期間の終了等に際して

必要な証明書を発行する。 
⑥報告書の提出 施工業者が作成する工事月報、完成図面、完成写真等を検査し、

「ラ」国政府側と JICA に提出する。また、工事完了後に完了報

告書を作成し、JICA へ提出する。 

 

(2) コンサルタント業務の実施体制 

1) 入札図書作成・入札補助業務の実施体制 

本プロジェクトはわが国の無償資金協力で実施されることから入札図書作成および

入札補助業務の実施にあたっては以下の点に留意する。 

• 入札指示書および工事契約書の作成にあたっては「無償資金協力ガイドライ

ン」を準拠する。 

• 業務実施担当者は、基本設計従事者が基本的には担当する。 

以上の方針をもとに、入札図書作成および入札補助業務には以下の体制で臨む。 
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表 3.2.28 入札図書作成と入札補助業務の実施体制 

担当者 業務内容 
業務主任 ・コンサルタント契約調印。設計管理責任者として、実施機関で

ある MCTPC との橋梁・施設仕様に関わる協議・説明。 
・実施設計のとりまとめ、および各施設に関わる詳細形状・仕様

の最終確認と成果品照査。B/D、D/D の比較照査。 
道路設計 ・基本設計（最終線形）にもとづく、道路詳細設計、付帯施設設

計（アクセス路、排水、擁壁、護岸等）。 
橋梁設計（上部工） ・基本設計で計画した主桁製作ヤード、押出し仮設ヤード計画位

置の現地精査。MCTPC への説明および協議。 
・上部工設計条件のとりまとめ。上部工架設計画の詳細検討、設

計条件の精査、構造計算書とりまとめ。 
・数量計算および図面等、成果品照査。技術仕様書の作成・照査。

橋梁設計（下部工） ・基本設計で計画した下部工（橋台、橋脚）計画位置の現地精査。

実施機関との協議。 
・橋梁下部工詳細設計（構造計算、構造図、配筋図作成）、数量

計算および精査。 
施工計画/積算 ・下部工施工計画（仮設計画含む）および上部工架設計画の精査。

B/D、D/D 比較表作成。 
入札図書作成・監理 ・技術仕様書のとりまとめ。PQ および入札指示書、契約条件の

作成。入札・契約ｽｹｼﾞｭｰﾙ策定、準備。 
・入札実施、入札結果評価および報告書作成。 

 

2) 施工監理業務の実施体制 

施工監理は「ラ」国で初めての「押出し架設工法」を採用するため、常駐監理者の選

定においては、無償資金協力における PC 橋梁工事経験者を選定し、詳細設計の段階から

配置して、設計・施工上の課題を把握させるようにする。また、業務主任は各工事段階

の節目に現地を訪問して業務の進捗状況を確認し、必要に応じて関係機関との調整・協

議を行う。 

また、対象橋梁が押出し架設時の安全性、PC 鋼材緊張等、品質に大きな影響を与える

工種があることから「橋梁上部工技師」を必要な期間派遣して常駐監理者を支援させる。 

表 3.2.29 施工監理時の実施体制 

担当者 業務内容 
業務主任 管理責任者として、工事着手時、主要工事開始時、竣功時に現地

へ渡航し、工事全体の工程、品質、安全管理を適宜確認・指導す

るとともに、関係機関へ報告する。 
常駐監理者 常駐監理者は、全工期に亘り現地に常駐し、工事全般の監理業務

を行うとともに、現地大使館、JICA、MCTPC に対し、定期的に

報告を行う。 
橋梁上部工技師 上部工架設（押出し工法）に関わる施工計画の確認、PC 緊張工

の品質、工程および安全管理、検査の立会い、技術指導。 
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3-2-4-5 品質管理計画   

施設の品質管理は、「ラ」国に統一的な基準がないことから、わが国の国土交通省等

の規定する基準に準拠して実施する。以下に品質管理計画とその概要を示す。 

表 3.2.30 品質管理計画（案） 

工 事 対象項目 検査、管理試験等 検査、試験時期 

材料管理 
盛土・路盤材料の土質試験 
・土粒子の比重 ・土の含水量 ・土の粒度  
・土の液性、塑性限界・土の突固め ・乾燥密度 
・CBR 試験 

施工前 ①土工 
 
路体、路床 
構 造 物 裏 込
め、路盤 

日常管理 
盛土・路盤の施工試験 
・締固め密度の管理（砂置換法等） 

施工直後 
施工箇所一層毎１日１回

材料管理 
アスファルト乳剤試験 
・一般物理試験（ミルシート）・比重 施工前 ②DBST 舗装 

 
DBST 舗装 

日常管理 散布量検査 
・散布量検査 

施工時： 
施工箇所１層毎一日一回

バッチャ
ー 
プラント 

計量機器、練り混ぜ性能 
静荷重検査  ・計量制御装置 
動荷重検査 ・練り混ぜ性能 

 
施工前、 
毎月（動荷重は３ヶ月毎）

材料 

セメント、水  
・規格証明により検査を行う 
細骨材、粗骨材試験 
・粒度 ・比重 ・吸水率 ・単位重量・耐久性 
・アルカリ骨材反応 

 
施工前及び材料を変えた
とき 

コンクリ
ート基準
試験 

試験練りを実施し配合を決定する。 
・スランプ ・空気量 ・温度 ・試験体強度 

 
施工前 

フレッシュコンクリート： 
・空気量 ・スランプ ・温度  

最初の連続５台、以降
50m3ごと、供試体作成時

コンクリート打設：・打設方法 ・締固め  
・打継ぎ位置・養生方法 ・レイタンス処理 

 
打設時立合検査 

③コンクリー
ト工 

日常管理 

コンクリート供試体：・供試体圧縮強度試験  
・コンクリート管理図作成 

１日１回供試体作製 
打設後７日及び 28 日 

材料 
鉄筋、PC 鋼材は、製造工場のミルシートにより確
認する。 
・品質 ・引張試験 ・曲げ試験 

施工前 ④鉄筋、型枠 
PC 鋼材 

設置検査 
日常管理 

組上がったものに対し以下について検査を行う 
・材料サイズ ・寸法 ・配置 ・ラップ長  
・かぶり ・固定状況・打継目処理状況 

コンクリート施工前： 
打設範囲毎に全数検査 

ｺﾝｸﾘｰﾄ強
度確認 ・コンクリートの供試体圧縮強度 緊張前 

緊張装置 ・ジャッキ、ポンプのキャリブレーション 
緊張前、 
50 本のケーブル緊張毎 
緊張装置の組合せ変更時

試験緊張 ・緊張管理図による 本緊張前 

⑤PC 鋼材 
緊張 

緊張管理 
・ケーブル１本毎の管理 
・ケーブルのグループによる管理 
・横締め鋼材の管理 

緊張時 
緊張管理図 

配合設計 コンシステンシー ・ブリージング率 
膨張率 ・強度 ・塩分総量 使用前 

コンシステンシー ・温度 １日１回、５バッチ毎 

⑥PC ｸﾞﾗｳﾄ 

日常管理 
・ ブリージング率  ・膨張率 ・圧縮強度  １日１回 
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加えて、出来形管理計画（案）を以下に示す。 

表 3.2.31 出来高管理計画（案） 

工 事 工  種 項 目 基準値 備  考 
計画高 0cm 以上 20m 間隔 

路体 
幅員 -10cm 以上 〃 
計画高 -2.5cm 以上 〃 
仕上がり厚さ -5cm 以上 〃 

土工 
路盤工 

幅員 -10cm 以上 〃 
幅員 -3cm 以上 〃 

舗装工 DBST 舗装 
厚さ -1.5cm 以上    〃 

基礎工事 直接基礎 底面地盤高 設計高以下 4m メッシュ 
計画高 ±5cm  

フーチング 
厚さ ±75mm 又は±3%  
平面位置 ±30mm  
計画高 -30mm～+10mm  
天端長、天端幅 ±30mm  

橋脚、 
橋台、擁壁 

断面寸法 
-10mm～+20mm 
又は±2% 

 

橋長 -25mm～+30mm  
幅員 0～+30mm  
床版・地覆高さ -20mm～+20mm  

コンクリー

ト構造物 

床版 

厚さ -10～+20mm  
PC 
構造物 

桁 橋長 -25mm～+30mm  

 

3-2-4-6 資機材等調達計画  

(1) 労務状況 

1) 建設技術者 

建設技術者のうち、エンジニア級の技術者のほとんどは、海外の大学に留学した学生

である。従来はロシア、東欧等との関係が深かったこともありこれらの国の大学を卒業

した技術者がほとんどであったが、近年は、隣国のタイ、豪、米、日本、中国などの大

学に留学し学位を取得する技術者が増えており、英語にも堪能で、基礎的な技術力を身

につけた技術者が増加している。 

また、1995 年、「ラ」国政府はそれまで分散化していた 3 つの大学と 8 つの高等教育

機関を統合し、ラオス国立大学（5 年制）を設立し、翌年、学生を受け入れ始めた。現

在は工学・建築学部を含む 10 学部から構成されており、建設関連技術者を毎年 100 名程

度ずつ送り出している。 

2) 第三国労務者 

「ラ」国では、ODA 関連で入国する第三国人の労働ビザの取得は、比較的容易である。

「ラ」国政府も国外の優秀な技術を取り入れるべく努力をおこなっており、日本企業を

はじめタイ、ベトナム、中国、マレーシア、シンガポール、ヨーロッパ等の企業の進出
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が増加しつつある。ただし、一般労務者の入国労働は困難である。 

 (2) 資材調達状況 

本計画では、可能な限り「ラ」国内で生産または調達可能な建設資材を使用する。品

質および調達先を調査した結果を以下に示す。材料の調達先を示す 

1) セメント 

「ラ」国唯一のセメント供給業者である Laos Cement Company Limite （中国との合弁

会社）は、架橋地点から国道 13 号 N 北方約 70km に位置するバン･ビエンに２つの製造

プラントを設置し生産している。このラオスセメントは「ラ」国内の需要に対して、広

く流通している。 

調査の結果、高強度発現に問題があるとの指摘があったため、下部構造等、コンクリ

ート強度の低い材料については、「ラ」国産を使用することとし、上部構造主桁等、高

コンクリート強度が必要な部材には、品質の安定しているタイ国産を使用する。 

2) 生コンクリート 

首都ビエンチャン市近郊には数多くの生コンクリートプラントが存在するものの、ヒ

ンーフープ橋へは搬送に約２時間以上もかかるため、生コンプラントからのコンクリー

ト供給は現実的でない。したがって、随時、現場内でフレッシュコンクリートが供給で

きるように、現場内にバッチャープラントを設置する。 

3) 粗骨材（コンクリートおよびアスファルト用）・路盤材 

「ラ」国では一般的にメコン川の砂利を砕石として利用、販売しているが、これまで

の橋梁案件における試験結果でアルカリ骨材反応性の高い材料であることが判明してい

るため、本プロジェクトにおいてもコンクリート骨材としては使用しない。 

したがって、対象地域北方のバン・ビエンにある砕石プラントで生産されている硬質

石灰岩と流紋岩を使用する。ただし、両採石場には必要な規模・性能のクラッシャープ

ラントが現存しないためナムグム近郊の、クラッシャープラントへ原石を運搬し、砕石

を生産する方法を想定する。 

4) 細骨材（コンクリートおよびアスファルト用） 

細骨材はメコン川から採取された川砂が使用可能である。採取場所によっては、粒度

分布が仕様を満足しない場合もあり、使用前に室内試験を行いコンクリートおよびアス

ファルト用骨材として適用可能か判断する。 

5) 盛土材 

盛土および埋戻し材に必要な良質土は、プロジェクトサイト近傍の土取り場から採取

可能であり、室内試験結果から盛土材として、十分に使用可能である。これらの土取り

場は、全て国有地に存在するため、土の採取に関しては特別な手続きは不要である。 

6) アスファルト（瀝青材料） 

首都ビエンチャン近郊には、数カ所のアスファルトプラントが存在しているが、アス

ファルトの材料は、第３国（タイ）から輸入している。これらプラントからヒンフープ
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への供給は可能であると考えるが、距離が長く、輸送に時間を要するため、出荷・到着

時の品質（温度）管理には十分注意が必要である。また、橋面にアスファルトコンクリ

ートを使用する場合は、事前に試験配合、試験敷設を行うなど、当該地の気象状況に適

した最適な配合設計を行う必要がある。 

7) 鋼材 （鉄筋、PC 鋼材・鋼棒） 

小径の鉄筋（直径 20mm 以下）は、セメントと同様、「ラ」国製品（Vientiane Steel）
が使用可能である。しかし、材料の種類・規格に限度があることや、強度および材質に

バラツキがあるため、使用は排水構造物等の小構造物に限定する。したがって、橋梁本

体の鉄筋、PC 鋼材・鋼棒は信頼性の面でタイ製品（TIS 規格）を想定する。その他、仮

設用鋼材、特殊鋼材、大型鋼材も「ラ」国では供給が安定していないため、タイからの

輸入を想定する。 

8) 木材 

「ラ」国にて、木材は入手可能であり、型枠用補助材としても使用可能である。しか

し、構造物用の合板及び 15mm 厚以上のベニヤ板は製品化されておらず、すべてタイか

らの輸入品となる。 

9) 建設資材の調達先 

 上述した状況を勘案し、主要資材の調達先を表 3.2.32 のとおりとする。 

表 3.2.32 主要材料の調達先リスト 

建設資材名 現地調達 日本 第三国調達 摘 要 
セメント ○  ○ 高強度用：タイ産 

それ以外：ラオス産 
コンクリート混和剤 ○   同上 
鉄筋 ○  ○ 太径：輸入品（タイ）

構造用鋼材 ○   輸入品（タイ） 
PC 鋼線・綱棒  ○ ○ タイ 
瀝青材 ○   輸入品（タイ） 
砕石・砂 ○   ラオス 
型枠材 ○   輸入品（タイ） 
支保工・足場工   ○ タイ 
コンクリートパイプ ○   ラオス（２次製品） 
伸縮継手   ○ タイ 
支承   ○ タイ 

 

 (3) 建設機械の調達状況 

1) ラ」国内の調達状況の概要 

近年の道路・橋梁インフラ整備プロジェクトの活況により、通常の土木工事で必要な

一般建設用機材（ブルドーザー、ダンプトラック、バックホウ等）については、国内で

調達可能である。しかし、50t を超えるクレーン、橋梁桁架設用特殊機材については、タ

イ国からの持ち込みとなる。民間の建設業者は一般的に自社保有の機械を使って工事を



 3-66

行っており、その中にはリース業を営む業者も存在する。「ラ」国内の建設企業の建設

機械保有状況を以下に示す。 

2) 準国営企業（State Enterprises） 

MCTPC 管轄の準国営企業は、建設機械を独自で保有、運営管理を行っており、多くの

建設機械類を保有しているが、十分な維持管理は行われていない。 

3) 民間企業（建設業者、リース業者） 

一般的な建設機械は、「ラ」国内でほぼ調達可能である。しかし、台数に限りがある

に加え、50t 超クラスのクレーンや大型バイブロハンマー、ウォータージェット、削岩機

など稼働率が悪い重機は市場には出回っていない。そのため、特殊な建機の調達はすべ

てタイからの持ち込みとなる。 

近年の道路建設工事の増加に合わせ、建設機械のリースを行う会社が見受けられる。

Lao-Singapore 社はキャタピラーの現地取扱店で 2002 年よりリースビジネスを開始し、一

般用土木、道路工事用の重機を保有している。また、機械のメンテナンス部門も保有し

ており補修等も対応可能である。 

4) 外国資本建設業者が保有する建設機械・プラント 

ビエンチャン市周辺には外国資本の建設業者が保有するアスファルト・プラントやコ

ンクリート、骨材クラッシャープラントが存在する。調査の結果、これらの企業が保有

する機材、プラントも使用可能と考える。 
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5) 主要建設機械の調達先 

上述した状況を勘案して、主要建設機械の調達先を以下のとおりとする。国内以外の調

達先は全てタイ国とする。 
 

表 3.2.33 主要機材調達先 

 
 
 
 
 

機械名 台数 仕様 国内 輸入
Ⅰ．土工事、締切桟橋工事
1 バックホー 4 0.7m3 ○
2 ダンプトラック 8 11.0t ○
3 クローラクレーン 2 60t機械式 ○
4 トラッククレーン 2 25t ○
5 トラッククレーン 2 45t ○
6 バイブロハンマ 2 90kw ○
7 発電機 2 400KVA ○
8 ウォータージェット 2 150kg/cm2 ○
9 クラムシェルバケット 2 0.6m3 ○
10 ジャイアントブレーカー 2 600kg ○
11 ハンドブレーカー 6 B30 ○
12 クローラドリル 2 150kg ○
13 コンプレッサー 4 7m3 ○
14 水中ポンプ 4 φ4" ○
15 水中ポンプ 12 φ6" ○
16 発電機 4 45KVA ○
17 バイブレーションローラ 2 1.0t ○
18 タンピングランマ 2 60kg ○
19 ｱｰｽｵｰｶﾞｰ掘削機 2 φ1200 ○
20 油圧ｹｰｼﾝｸﾞ引抜機 2 φ1200 ○
21 φ1200ｹｰｼﾝｸﾞ 2 φ1200 ○
22 ハンマーグラブ 2 φ1200 ○
23 ｺｱｰﾊﾞﾚﾙﾊﾞｹｯﾄ 2 φ1200 ○
24 泥水ﾌﾟﾗﾝﾄ 2 ○
25 スタンドパイプ 2 ○
26 溶接機 4 ○
27 ガス切断機 2 ○
Ⅱ．コンクリート工事、PC工事
28 発電機 2 75KVA ○
29 コンクリートミキサー 2 0.5m3 ○
30 バッチングプラント 2 0.5m3/ﾊﾞｯﾁ ○
31 セメントサイロ 2 200t ○
32 骨材計量器 2 二層式 ○
33 アジテーター車 6 5.0m3 ○
34 コンクリートバケット 4 0.5m3 ○
35 クローラクレーン 2 60t機械式 ○
36 コンクリートポンプ車 2 90m3/h ○
37 高周波バイブレーター 16 φ48mm ○
38 高周波バイブレーター 8 φ58mm ○
39 バイブレーター用コンバー 12 ○
40 鉄筋カッター 2 C-42 ○
41 鉄筋ベンダー 2 B-42 ○
42 水中ポンプ 4 φ4" ○
43 溶接機 5 ○
44 発電機 2 250KVA ○
45 ﾊｲﾜｯｼｬｰ 2 ○

機械名 台数 仕様 国内 輸入
Ⅲ．道路工事
46 バイブレーションローラ 1 10.0t ○
47 バイブレーションローラ 1 1.0t ○
48 ディストリビュータ 1 1000L ○
49 マガダムローラ 1 10.0t ○
50 アスファルトフィニッシャ 1 4.0t ○
51 タイヤローラ 1 10.0t ○
52 散水車 1 2000L ○
53 ブルドーザー 1 D-4 ○
54 モーターグレーダー 1 3.5m ○
55 アスファルトカッター 1 ○
56 コアカッター 1 ○
Ⅳ．PC桁製作・押出架設
57 天井ﾎｲｽﾄ 1 2.8ton吊り ○
58 門型クレーン 4 5t ○
59 壁型固定ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ 12 ○
60 高周波バイブレーター 8 φ58mm ○
61 バイブレーター用コンバー 12 ○
62 鉄筋カッター 2 C-42 ○
63 鉄筋ベンダー 2 B-42 ○
64 油圧ジャッキ 8 60t ○
65 ｼﾞｬｰﾅﾙｼﾞｬｯｷ 14 30t ○
66 油圧ポンプ 8 C-42 ○
67 緊張用ｼﾞｬｯｷ＆ﾎﾟﾝﾌﾟ 2 195t用 ○
68 鋼棒用ｼﾞｬｯｷ＆ﾎﾟﾝﾌﾟ 2 φ32mm ○
69 グラウトミキサ 2 ○
70 グラウトポンプ 2 ○
71 型枠設備 1 ○
72 コンクリートポンプ車 2 90m3/h ○
73 押出しｼﾞｬｯｷ 2 170ton-500stroke ○
74 油圧ユニット 1 ○
75 PC鋼棒 4 φ32mm,L=20m ○
76 緊張ブラケット 2 ○
77 反力台 2 ○
78 手延桁先端ｼﾞｬｯｷ 2 50ton-200stroke ○
79 仮支柱 1 ○
80 滑り支承 4 ○
81 鉛直ｼﾞｬｯｷ 2 600ton-70stroke ○
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3-2-4-7 実施工程   

図 3.2.16 に基本設計調査結果を踏まえた実施工程（案）を示す。本基本設計終了後、

E/N 締結され、詳細設計、入札図書作成から始まり、入札、施工という順序でプロジェ

クトは実施される。 

図 3.2.16 ヒンフープ橋建設計画実施工程 

 

3-3 相手国分担事業の概要 

本プロジェクトにおける「ラ」国側負担事項は以下のとおりである。なお、この負担事

項の内容については基本設計調査概要書（案）説明時にもミニッツに盛り込み、「ラ」国

側と確認している。施工ヤードや公共施設等の移設詳細については、「3.2.4.2 施工上の

留意点」詳述した。 

• 住民移転が必要な家屋移転補償、移転先の整備 

• 建設用地の取得、施工ヤード用地（主桁製作ヤード、プラントヤード、資材･

機械器具保管場所、修理工場、鉄筋・PC･型枠等加工場等）の確保 

• 電線、電話などの支障物件の撤去･移設 

• 交通規制・警告標識の設置 

• 橋梁照明設備のための電線の延伸 

• 土取り場（盛土材）の採取許可 

• 本計画のために搬入される材料、機械の免税措置、及び通関の迅速な手続き 

• 本計画の実施に係わる日本人、第三国人の入国時に課せられる関税、税金やそ

の他の財政課徴金の免除 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営･維持管理体制 

新橋完成後、橋梁および取付道路の機能を維持するために、その運営･維持管理が非常に

重要となる。これらの施設の維持管理には、これまで「ラ」国が実施してきた維持管理技

術で十分対応できるため、完成後の維持管理体制は新たな維持管理組織は必要とせず、各

県 DCTPC が実施している既存の維持管理システムを活用して行うことができる。 

3-4-2 維持管理方法 

(1) 定期点検および保守・補修 

本プロジェクトの主体は橋梁であるが、取付道路、護岸も維持管理の対象となる。完

成後の維持管理は表 3.4.1 に従って実施する。点検は雨期前と雨期後に行うことが望まし

い。 

定期点検において重要なことは、将来の補修時期やその規模を想定するため橋梁、道

路、護岸の点検結果を記録、保管し、活用していくことが重要である。そのために定期

点検のシステムを初期の段階より確立しておく必要がある。 

表 3.4.1 維持管理方法と頻度 

 点検項目 保守･補修 定期点検の頻度

①橋面排水管 土砂等による排水管詰まりの清掃 3 ヶ月 

②伸縮継手 伸縮継手の緩み、ｺﾞﾑ脱落の補修 3 ヶ月 

③高欄 自動車の衝突等による損傷の補修 3 ヶ月 
④支承 堆積土砂、雑草の除去 6 ヶ月 
⑤アスファルト舗装 路面状況の点検とひび割れ等の補修 6 ヶ月 
⑥下部工 洪水により運ばれた流木、草などの除去 6 ヶ月 

橋

梁 

⑦橋台周り 石積擁壁と布団籠の補修 6 ヶ月 

①路面 路面状況の点検ひび割れ等の補修 3 ヶ月 

②橋梁取付部 段差の補修 6 ヶ月 

③路肩・法面 石積み擁壁の補修、芝の張替え 3 ヶ月 

道

路 ④側溝・排水溝 ごみや堆積砂の除去 3 ヶ月 

  

(2) 取付道路の補修 

本計画においては、特に橋台高が高く、裏込土の盛土高が高いことから、設計上では 踏
掛版を配置し、良質材を使用し十分留意して締固めを監理していくこととするが、多少

の沈下は発生する可能性は否定できない。 

したがって、取付道路は定期点検時には、路面状況を確認し、橋台取付け部における

段差や背面道路の沈下の有無を確認し、必要に応じてパッチング、ひび割れ、轍の補修

や段差すり付けを行う。 

DBST 舗装の寿命のために 5 年程度に 1 回程度のオーバーレイを行う。 
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3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費  

(1) 概算事業費 

日本の無償資金協力による概算事業費は表 3.5.1 に示すとおりである。この概算事業費

は暫定値であり、日本政府により無償資金協力として承認するために更に精査される。

なお、この概算事業費は即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

概算総事業費： 1,011.4 百万円 
 

表 3.5.1 概算事業費（日本側負担） 

ヒンフープ橋（総延長 約 195ｍ、取付道路 総延長 0.755km） 

費  用 概算事業費（百万円） 

施設 橋梁工 

下部工 
上部工 
護岸工 
取付道路工 
付帯工 

864.3 

実施設計・施工監理 117.0 

合 計 981.3 

(2) 積算条件 

 ① 積算時点 平成 18 年 4 月 
 ② 為替交換レート 1US$ = 118.18 円、1US$= 10,631LAK（上記積算時点） 
 ③ 施工期間 工事期間は施工工程に示したとおり（27.0 ヶ月（入札は含まない）） 

 ④ その他 本事業は日本国政府無償資金協力の制度に従い実施さるものとする。 
 上記の交換レートは、日本政府により見直されることもある。 

(3)「ラ」国側負担経費 

「ラ」国側負担による概算事業費は表 3.5.2 に示すとおりである。 

表 3.5.2 「ラ」国側負担による概算事業費 

事業費区分 US$（百万円） 
用地補償費 
住民移転補償費 
公共施設移設費 
交通標識設置費 
橋面照明用電気設備準備費 

US$50,000- (5.90) 
70.000- (8.27) 
75,000- (8.86) 
25,000- (2.95) 
35,000- (4.14)  

「ラ」国側負担 事業費総計 US$255,000-（30.12 百万円） 
注）上記の費用は概算目安で、変更の可能性がある。 

3-5-2 運営・維持管理費   

橋梁供用後、10 年間に予想される運営･維持管理の内容およびそれに対する費用は以下の

ように見積もられる。 
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• 対象橋梁：PC 箱桁橋 L=195m 

• 取付道路延長：L=0.755km（左岸：0.269Km、右岸：0.487km） 

• 舗装幅員：取付道路上（DBST：7m、SBST：3m）、橋梁上（As 舗装：10m） 

• 法面：切土（8,000m2）盛土法面（3200m2） 

• 護岸工：布団籠（3900m2）、石積み工（700m2） 

日常監理は毎年、定期維持管理は５年毎に実施されるものとする。 

表 3.5.3 維持管理業務と費用（橋梁／取付道路） 

期 間 工 種 仕 様 
単価

(US$)
単位 作業量 年数

合計 
（US$） 

道路       
舗装補修(DBST) 全舗装面積 1%/年 4.0 m2 53 8 1,698.0
のり面補修 全面積 1%/年 2.2 m2 112 8 1,971.2
橋梁     
 橋面補修 全舗装面積 1%/年 4.0 m2 19.5 8 624.0
運営費（清掃等） 費用の 20%  858.6

日常維持管理 
（取付道路） 
（毎年） 

8 年間日常維持管理費用  
道路       
舗装補修 DBST ｵｰﾊﾞｰﾚｲ 4.0 m2 5,285 2 42,280.0
法面補修 全面積 5% 2.2 m2 560 2 2,464.0
橋梁     
橋面舗装 As 舗装ｵｰﾊﾞｰﾚｲ 3cm 24.6 m2 1,950 1 47,970.0
高欄・地覆補修 全延長 5% 10.5 m 19.5 1 204.8
護岸工     
 布団籠 全面積 5% 22.0 m2 197 2 8,668.0

定期維持管理 
（橋梁／  

取付道路） 
（5,10 年目） 

定期維持管理費用（2 回分）  
運営・管理費  定期維持費 10% 1 式  1 10,158.0
10 年間総維持管理費用 
（年平均維持管理費用） 

116,896.6
(11,690)

 

ビエンチャン県 DCTPC に支出された国道 13 号 N 維持管理費用（日常＋定期維持管理）

は 2005 年度で約 US$432,400 程度であり、本プロジェクトで建設される施設に必要な額

は 2005 年度支出の約 2.7%であり、予算的には十分に賄える額である。 

 

3-6 協力実施上の留意事項に係る提言、今後の検討課題 

「ラ」国はこれまでもわが国の無償資金協力により実施された道路・橋梁プロジェク

トをいくつも実施してきており、そのシステムや留意点（用地取得、住民移転、公共施

設移設）を十分把握しているが、プロジェクト実施に当たっては以下に留意して、円滑

な進捗を図る必要がある。 

• 「ラ」国側は基本設計結果をもとに、IEE を再度実施し、「ラ」国内での承認を

得る必要があるが、建設工事のための E/N 締結までには完結するよう、十分なフ
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ォローアップが必要である。 

• 基本設計において移転が必要な影響家屋は最小限にしているが、住民移転や建

設・施工ヤード用地の確保の遅れが、事業実施の遅れに繋がらないよう、進捗状

況を定期的に確認するとともに、住民からの苦情が出ている場合は適切に「ラ」

国側への提言を行う。 

• 新橋建設位置や現道と新取付道路との交差位置において移転の必要な公共施設

（電気、電話）が存在している。これらの移転が遅れれば、事業の進捗にも影響

を与えるため、「ラ」国側に対して定期的な確認を行う必要がある。 



 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

本プロジェクトの目標は、NR13 号 N 上に残る唯一の未改修橋梁であるヒンフープ橋を 2 車

線永久橋に改修して、NR13 号 N の安全且つ円滑な交通を確保することである。本プロジェク

トの実施によってルアンプラバン等北部主要都市およびラオス全土の社会経済発展・貧困削

減を目指す上位計画・長期総合開発計画に寄与する。その受益者は、直接受益者（ビエンチ

ャン特別市ビエンチャン県および北部地域の住民；2,857 千人）と間接受益者（その他地域の

住民；2,361 千人）が見込まれる。 

以下に期待される成果を直接および間接裨益に分けて示す。 

(1) 直接効果 

表-4.1 直接裨益効果の成果指標 

現状と問題点 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの対策 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの効果･改善程度 
1. 輸送力の増強 
現橋は車両重量 15 トンまでの

通行制限がある。 

・国道上橋梁の設計基準

である 25 トン車両が通

行可能となる活荷重で設

計を行う。 

・新橋の輸送力が増強され、

国道 13 号 N の安全で円滑な

通行が確保される。 

2.通過待ち時間 
橋梁幅が狭いため車両は交互交

通を行っている。 
・待ち時間；0～2 分 
・待ち車両；0～5 台 

・車道幅員 8.0m＝2x3.5m
（車線）+0.5m(両側路肩)
によって、車両の交互交

通が可能となる。 

・通過待ち時間が解消され、

橋梁上の車両通行の円滑性

が改善される。 

3.通過時間 
橋梁幅が狭いことと橋梁剛性が

小さいため、橋梁上の車両通行

速度が低い。 
・一般車両；18 秒程度 
・大型車 ；40 秒程度 

・新橋建設によって車道

幅員および橋梁剛性が改

善される。 

・大型車の通過時間は大幅に

短縮(14 秒)され、車両通行の

利便性が改善される。 

4.橋梁上歩行者の安全性 
・現橋の歩道幅員が狭く、車道

に路肩が無いため、歩行者が危

険な状況にある。 

・新橋の歩道幅員 1.0m と

路肩 0.5m を両側に設置

し、縁石ブロックで分離。

 

橋梁上歩行者の安全性が改

善（歩行者の安心感の改善）

される。 

5.橋上走行騒音 
車両が鋼製床版上を直接走行す

るため、走行時の騒音が非常に

大きく、橋梁取付部周辺の住民

への影響が大きい。 

・新橋建設によってｺﾝｸﾘ

ｰﾄ床版、ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装がな

される。 

・車両走行による橋梁自体か

ら騒音が抑えられ、騒音環境

が改善される。 
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(2) 間接効果 

表-4.2 間接裨益効果の成果指標 

現状と問題点 本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの対策 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの効果･改善程度 

1.北部地域の経済活動（観光

を含む）の活性化 

通過交通量（台/24 時間平日） 

・ﾓｰﾀｰﾊﾞｲｸ；1,051 

・小型車 ； 494 

・バス  ； 131 

・トラック； 530 

・計   ；2,206 

・25 トン車両が通行

可能となる新橋建設

による輸送力の増強

北部地域の経済活動の活性化への

寄与を下記指標で比較する。 

・通過交通量（車種別） 

・ﾄﾗｯｸ台数；産業･商業活動 

・ﾊﾞｽ台数；観光 

・ﾙｱﾝﾌﾟﾗﾊﾞﾝへの陸路観光客数変化

 

2.地域（ﾋﾝﾌｰﾌﾟ村）の活性化； 

1)地域開発計画 

現在は構想段階で具体化され

ていない 

 

地域開発計画が具体化する。 

2)地域の経済活動 地域の経済活動（商売）が活性化する。

・商店のﾋｱﾘﾝｸﾞ調査 

3)人口 

（1,565 名,2005 年 12 月） 

・新橋建設 

世帯数、人口の増加 

・世帯数･人口調査 

 
4-2 課題・提言 

本基本設計調査の結果から、本プロジェクトの効果が早期に発現し、長期に持続させるため

に、「ラ」国側が取り組むべき課題として以下の点があげられる。 

① IEE の確実な実施 

本基本設計調査結果の架橋位置及び取付道路線形計画に基づく IEE調査をESDが実施、2006

年 10 月末までに IEE 調査報告書を作成、11 月末までに STEA が承認する予定である。IEE 承

認手続きがこのスケジュールで確実に実施されることが必要である。 

② 住民移転の確実な実施 

地域の住民は本プロジェクトに賛成で全面的に協力する意向であるが、移転住民が不利益と

ならない補償額と確実な支払い、適切な移転地を準備することを強く求めている。「ラ」国側

は住民移転関連の法律、制度に則り、用地買収、補償、移転を工事開始までに確実に完了す

ることが必要である。 

③ 橋梁及び取付道路の維持管理の確実な実施 
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2001 年から道路維持管理ファンドが導入されており、2005 年度の国道 13 号 N の維持管理

予算程度が毎年確実に配分されれば、新ヒンフープ橋及び取付道路の維持管理も概ね満足で

きるレベルに実施されると判断できるが、今後、継続的に対象橋梁および取付道路の維持管

理実施状況を確認していく必要がある。 

4-3 プロジェクトの妥当性 

現ヒンフープ橋が非常に危険な状況にあるため、新ヒンフープ橋と取付道路の建設を行う本

プロジェクトは、以下の観点からわが国の無償資金協力によって実施することが妥当である

と考える。 

 本プロジェクトは、 2001 年にラオス国が立案した「長期総合開発計画 The 

Social-Economic Strategy to 2020-2010 」の戦略に基づき、 MCTPC が策定した

「Communication, Transport, Post and Construction Development Plan from here to the year 

2020-2010」の中で、国道 13 号 N 全線を 2020 年までに Class III 規格の道路に改修する

計画に整合している。 

 本プロジェクト実施による直接裨益人口がビエンチャン特別市ビエンチャン県および

北部地域の住民総計 2,857 千人に及ぶ。 

 本プロジェクト実施によって、国道 13 号 N の安全且つ円滑な交通を確保が可能となり、

ルアンプラバン等北部主要都市およびラオス全土の社会経済発展・貧困削減を目指す上

位計画・長期総合開発計画に寄与する。 

 本プロジェクト実施によって、周辺裨益住民への社会サービス（役所、学校、病院、保

健所等）や市場へのアクセスが改善され、生計レベルの向上に寄与する。 

 本プロジェクト実施によって、生活物資の安定供給が図られ住民の安心感が醸成される。 

 本プロジェクト実施のために発生する用地買収・補償は、適切な移転地が準備されるこ

とも含め、工事開始までに確実に行われることを「ラ」国側に確認している。 

 
4-4 結論 

本プロジェクトの実施は、上述したように「ラ」国の長期総合開発計画および MCTPC 策定

の開発計画に合致し、ルアンプラバン等北部主要都市およびラオス全土の社会経済発展・貧

困削減に大きな貢献が期待されることから、わが国の無償資金協力により実施することが好

ましいと判断する。 

プロジェクト実施にあたっては、完成後の新ヒンフープ橋および取付道路の維持管理を確実

に行うことを「ラ」国側に求めていくことが必要である。また、これまでのわが国の無償資

金協力による同様な橋梁改修プロジェクトの実施により、「ラ」国側は受け入れ国側の負担事

項について十分に理解しているが、工事開始前までに住民移転と用地取得の完了を確認して

いく必要がある。 
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資料-1 調査団員氏名・所属 
 
1-1 現地調査（平成 18 年 3 月 20 日～平成 18 年 4 月 12 日） 
 

氏名 担当分野 所属 

池田 修一 総括 JICA ラオス事務所次長 

辰巳 正明 業務主任/橋梁計画 オリエンタルコンサルタンツ 

宮崎 芳樹 橋梁設計/道路設計 オリエンタルコンサルタンツ 

佐井 茂 環境社会配慮 日本工営 

渡辺 真一郎 自然条件調査 I（地形・地質） 日本工営 

井上 隆司 自然条件調査 II（水文・気象） オリエンタルコンサルタンツ 

藤熊 昌孝 施工計画/積算 オリエンタルコンサルタンツ 

 
 
1-2 概要説明（平成 18 年 8 月 20 日～平成 18 月 8 月 26 日） 
 

氏名 担当分野 所属 

森  千也 総括 JICA ラオス事務所所長 

辰巳 正明 業務主任/橋梁計画 オリエンタルコンサルタンツ 

宮崎 芳樹 橋梁設計/道路設計 オリエンタルコンサルタンツ 
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資料-2 調査日程 
2-1 現地調査 

 
 

総括
業務主任/
橋梁計画

橋梁設計／
道路設計

社会環境
自然条件調査
（地質・地形）

自然条件調査
（水文）

施工計画/積算

池田修一 辰巳正明 宮崎芳樹 佐井茂 渡辺真一郎 井上隆司 藤熊昌孝

No. (JICA) (OC) (OC) （NK) （NK) （OC) (OC)

1
3月
20

月

2 21 火

3 22 水

4 23 木 再委託入札

5 24 金

6 25 土

7 26 日

8 27 月
成田～バンコク
～ビエンチャン

9 28 火
ビエンチャン～

バンコク

10 29 水 ～成田

11 30 木

12 31 金

13
4月
1

土

14 2 日

15 3 月

16 4 火
ビエンチャン～

バンコク

17 5 水

18 6 木

19 7 金 バンコク～

20 8 土 ～成田

21 9 日

22 10 月

23 11 火
ビエンチャン～

バンコク

24 12 水 ～成田

ビエンチャン～バンコク

～成田

現地調査

現地調査・収集
データ

架橋位置選定ミーティング（MCTPC）

現地調査・架橋位置検討

現地調査・収集データ

調達調査

DCTPC協議、パブリックコンサルテーション
調達調査
（バンコク）

JICA、大使館報告

JICA訪問、現地調査

現地調査 現地調査

大使館訪問、MCTPC協議

水文データ収集

現地調査

月日

成田～バンコク～ビエンチャン 成田～バンコク～ビエンチャン
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2-2 概要書説明時 

 

総括
業務主任／
橋梁計画

橋梁設計／
道路設計

森千也 辰巳正明 宮崎芳樹

No. (JICA) (OC) (OC)

1 8月
20 日

2 21 月

3 22 火

4 23 水

5 24 木

6 25 金

7 26 土 ～成田

住民公聴会、現地調査、MCTPC大臣表敬

月日

成田～バンコク～ビエンチャン

BD概要説明及びMCTPC協議

ミニッツ署名、MCTPC設計協議

JICA訪問、大使館訪問、MCTPC表敬

外務省表敬、JICA・大使館報告
ビエンチャン～バンコク
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資料-3 関係者（面会者）リスト 
 

Name Position Organization 
(Lao side)   
Mr. Sommad Pholeseua Vice Minister MCTPC 
Mr. Viengsavath Siphandone Director General of Road Dep. MCTPC 
Mr. Phauk Phouthavonug Deputy Director of Road Dep. MCTCP 
Dr. Soukhaseum Pakdimanivong Director of PMD MCTPC 
Mr. Aloun Khounnavonbg PM of Hienheup Bridge Project MCTPC 
Ms. Pho Ngeum Souvannavong Director of Environment and Social Division MCTPC 
Mr. Phannakhone Ratana Engineer, Environment and Social Division MCTPC 
Dr. Maysi Viengvilay Director of PTD MCTPC 
Mr. Katsuro Kondo JICA expert MCTPC 
Mr. Pothong Ngouphachanh Project coordinator, NECP MCTPC 
Mr. Phonvong Engineer, Department of Environment STEA 
Mr. Bouaphet Sayasane Director of DCTPC Vientiane Province 
Mr. Sengnoy Head of OCTPC Hinheup District Vientiane Province 
Mr. Ounheuane Vizayphone Officer Cabinet Office Ministry
(Japanese side)   
Mr Shuichi Ikeda (Team Leader) 

Deputy Resident Representative  
JICA Laos Office 

Dr. Masaaki Tatsumi Chief consultant/Bridge plan Oriental Consultants  
Mr. Yoshiki Miyazaki Bridge and Road design Oriental Consultants  
Mr. Masataka Fujikuma Construction & Procurement plan Oriental Consultants  
Mr. Shigeru Sai Social Environment Consideration Nippon Koei 
Mr. Shinichro Watanabe Natural conditions Nippon Koei 
Mr. Hiroshi Murayama Assistant Resident Representative Laos JICA office 
Mr. Ken Nakamura Second Secretary Embassy of Japan 
Mr. Katsuro Kondo JICA Expert MCTPC 
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資料-4 ラオス国の社会経済調査 
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資料-5 討議議事録（M/M） 
 5-1 現地調査時 
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5-2 概要説明時 
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資料-6 事業事前計画表（基本設計時） 
 

1.案件名 

ラオス国ヒンフープ橋改修計画基本設計調査 

2.要請の背景 

ラオス人民民主共和国（以下「ラ」国）は、内陸国であるため、輸送のほとんどを道路

輸送に依存しており、旅客は約 94%、貨物は約 77％を占めている。「ラ」国全体の道路網

総延長は 33,900km で、国際間および地域間貿易の鍵をにぎっているにも関わらず、地形状

況が厳しいこともあり、その開発は未だ発展途上にある。 

一方、アジア開発銀行の主導により「ラ」国を含むメコン河流域の 5 カ国と 1 地域（カ

ンボジア、ミャンマー、タイ、ベトナム、中国雲南省）を含む総合開発プログラムである

大メコン圏開発構想が 1992 年より推進されている。この中で、運輸部門は「東西回廊」や

「南北回廊」の国際道路網建設が実施中であり、「ラ」国はその要所として重要な位置づ

けにある。 

これらを踏まえ、「ラ」国は経済発展に必要なインフラ整備に重点を置いてきており、

長期総合開発計画においても道路整備計画に高い優先順位を付け、主要幹線を道路規格 III
クラス（車道幅員構成 3.5mx2（丘陵地、平坦地））まで改良することを目標としている。国

道 13 号は「ラ」国の全ての主要都市を通過し、「南北回廊」の一翼を担う最重要幹線であ

り、国際援助機関の支援を受けて 1993 年より改良を始め、2001 年にカンボジア国境までの

国道 13 号Ｓ全区間が 2 車線舗装道路として完成した。わが国も無償資金協力である「国道

13 号橋梁改修計画（1994～2001）」で約 70 橋の中小橋梁を改修し、本線の整備に貢献して

きている。本件調査の対象であるヒンフープ橋が位置する国道 13 号 N（L=682km）も 2020
年までに道路規格 III クラスのレベルまで改良する計画となっている。 

ヒンフープ橋は、国道 13 号上に残る唯一の未改修橋梁で、約 100 年前のフランス植民地

時代に架橋され、1981 年の大洪水で流出した後、1990 年代に英国の援助により上部工（ベ

イリー橋）のみ再架設された。しかし、上部工は、幅員が狭く交互通行であること、補修

不良の歩道のため歩行者が危険にさらされていること、上部工の剛性不足等の問題ととも

に、古い橋脚にも洗掘等の損傷が観察され、落橋の危険性もはらんでいる。同橋が通行不

能になると迂回路がないため、ルアンパバン等の北部主要都市と首都ビエンチャン間の交

通が遮断され、社会経済活動や観光へ大きな影響を及ぼす。 

このような背景のもと、「ラ」国はヒンフープ橋改修につき、わが国に対して無償資金協

力を要請した。これを受けて 2006 年 3 月 21 日から 4 月 11 日まで、国際協力機構/JICA は基

本設計調査団を派遣した。同調査の結果に基づき、日本国内で基本設計および事業費の積算

を実施後、同年 8 月 21 日から 25 日に基本設計概要説明調査団を派遣し、設計成果について

説明・協議し合意を得た。 
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3.プロジェクト全体計画概要 

（１） プロジェクト全体計画の目標 
① プロジェクト目標： 

・ ヒンフープ橋の２車線化改修により、交通の円滑化と車両・歩行者の安全且つ確

実な通行を確保する。 
② 裨益対象の範囲および規模 

・ 直接裨益対象者は、ビエンチャン特別市および「ラ」国北部地域の住民 2,857 千

人の人口を想定した。 
（２） プロジェクト全体の成果 

・ ヒンフープ橋と両岸の取付道路およびこれら橋梁・取付道路に必要な付帯施設が改

修・整備される。 

（３） プロジェクト全体の主要活動 
① ヒンフープ橋と両岸取付道路を改修する。 
② ①の施設を建設するために必要な土地取得、住民移転、公共施設の移設を行う。 
③ ①の施設の完成供用後、施設の運営･維持管理を行う。 

（４） 投入 
① 日本側：無償資金協力 9.81 億円 
② 相手国側 

・ 必要な人員：橋梁･道路の点検･維持管理計画に必要な要員 
・ 施設の運営・維持管理に係る経費：平均 11,690US$/年 

（５） 実施体制 
・ 主管官庁および実施機関：通信･運輸･郵政･建設省道路局 MCTPC･DOR 
・ 維持管理実施機関：ビエンチャン県 DCTPC 

４．無償資金協力の内容 

（１） サイト 
・ ラオス国ビエンチャン県ヒンフープ郡ヒンフープ村 

（２） 概要 
・ ヒンフープ橋、取付道路の改修と、施設の付帯工事を実施する。 
橋梁形式 5 径間連続 PC 箱桁橋 
橋長 195m 
幅員（全幅：10m） 車道：2 車線（2x3.50m） 

路肩：両側各 0.50m 
歩道：両側各 1.00m 

基礎形式 A1、P1、P2、P3、P4、A2：直接基礎 
延長 右岸側：485m、左岸側：270m 取 付

道路 幅員 
( 全 幅 ：
11m） 

車道：2 車線（2x3.50m） 
路肩：両側各 2.0m（舗装路肩：1.5m、保護路肩：0.5m） 
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（３） 相手国の負担事項 
① 建設用地の取得、建設ヤード用地の確保 
② 家屋等移転補償費の支払い 
③ 電線、電話などの支障物件の撤去・移設 

（４） 概算事業費 
・ 無償資金協力：9.81 億円 
・ ラオス側  ：約 3,000 万円 

（５） 工期 
入札図書作成と入札期間を含めて、約 30 ヶ月（工事期間 27 ヶ月）を予定 

（６） 貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 
・ 土地取得および住民移転が最小となるような改修計画を策定した。 
・ 取付道路によって既存の生活道路が分断される箇所については利便性を損なわ

ないように新たな生活道路を計画した。排水路についても同様の配慮を行った。

５．外部要因リスク 

特になし 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１） プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 
・ 通過待ち時間の解消： 

・ 通過時間の短縮： 

・ 橋梁上走行騒音の抑制：騒音がほとんど無くなる 

（２） その他の成果指標 

特になし 

（３） 評価のタイミング 
・ 2010 年以降（事業完成 2009 年 11 月） 
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資料-7 収集資料リスト 
（2006 年 4 月 7 日 作成） 

主管部長 文書管理課長 主管課長   情報管理課長 図書資料室受付印 

      

 
    プロジェクト ID ラオス国 調査団番号     

   

地域 東南アジア 調査団 ヒンフープ橋改修計画基本設計調査 調査の種類 道路開発基本設計  担当部課 
無償資金協力部業務第

一グループ運輸交通・電

力インフラチーム 

国名 ラオス 配属機関名    現地調査期間 平成 18 年 4 月 20 日 ～  
平成 18 年 4 月 12 日

担当者氏名 中川淳史 
        

番号 資 料 の 名 称 
  

形態（図書・

ビデオ・地図・

写真等） 

発行

年

版

型

頁

数

オリジナル 
･コピー 
の別 

部数

 
収集先名称叉は発行機関 寄贈・購入

(価格)の別

取扱 
区分 

利用

表示

利用者

所属氏

名 

納入 
予定日 

納 入 
確認欄 

 社会・経済・交通・建設・地図              

1 The Official Lao P.D.R. 図書 2003 A5 80 オリジナル 1 HQ National Tourism 
Authority of Lao PDR 寄贈           

2 25 Years of Vientiane Province 図書 2000 A4 120 オリジナル １ Vientiane Province 
Administration Bureau 寄贈           

3 Vientiane Maps 2004 地図 2004 A1 １ オリジナル １ Vientiane Media Co., Ltd, 
Present by Tourism Center 購入           

4 Population and Housing Census Year 2005 図書 2005 A4 40 オリジナル 1 Vientiane Capital, Sep.05 寄贈           

5 The Household of Lao PDR (Social and economic indicators) Lao Expenditure 
and Consumption Survey 2002/3 LECS3 図書 2004 A4 58 オリジナル 1 

National Statistical Center, 
Committee for Planning and 
Cooperation 

寄贈           

6 Manual of Environmental Impact Assessment Procedure for Road Project in 
the Lao PDR (Prepared by MCTPC) 図書 1997 A4 80 コピー 1 

IUCN-The World 
Conservation Union with 
assistance from the SIDA 

寄贈           

7 Regulation on Environment Assessment in the Lao PDR 図書 2002 A5 90 コピー 1 STEA, SIDA 寄贈           

8 Poverty in the Lao PDR, Participatory Poverty Assessment (PPA) 図書 2000 A5 26 コピー 1 State Planning Committee            

9 Road Design Manual 図書 1996 A4 302 コピー １ 
Ministry of Communication 
Transport and Construction 
(MCTPC) 

寄贈      
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資料-8 技術資料及びその他証明書 
 
8-1 UXO 探査結果証明書 
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8-2 土質調査結果 
 BH-1（左岸 A1 橋台位置） 

 

BH-2：P1 橋脚位置 
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BH-3 P3 橋脚位置 

 

BH-4：P4 橋脚位置 
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8-3 ROAD NOTE 31 舗装構造表 
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